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「三田学会雑誌」84卷 1号 （1991年4 月）

三財モデルと独占的競争モデル

における貿易政策の同等性

竹 森 俊 平

序

独占的競争（M C )を含んだ貿易モデルは， 近年における国際経済学の研究で， 極めてポピュラ 

一であり，製品差別化に基づいた水平貿易の現象等について，理論的な裏付けを提供している。本 

論文は， Dixit & Norman (80)， Helpman & Krugman (85) 等によるもっともスタンダードな 

二部門M C モデルが，三財貿易モデルとしての性格を持つ事を明らかにする。また三財貿易モデル 

としてのM C モデルがもつ特殊性を，貿易政策の同等性に関する検討を通じて明らかにする。

貿易財の二種類であるときに， そのうちの輸入財に対する関税（補助金）と， 輸出財に対する輸 

出 税 （補助金）が， 自国， 外国の経済に対して同等の効果を持つ事は， ラーナーの対称性定理とし 

て良く知られている。俗論で重商主義的と考えられている政策（関税，輸出補助金）が，長期均衡で 

はそれとはまったく逆の効果を持つと考えられている政策（輸出税，輸入補助金）と同等であるとい 

う結果は，一般均衡の枠組で経済問題を考える必要性を示唆しているという点で，きわめて重要で 

ある。M ckinnon ( 6 8 )は， 同等性の問題を， 三つの貿易財が存在するケースに拡張して検討して 

いるが，本論文の前半では，D u a lityを用い，さらに複数国に拡張して，かれの結果を証明する。 

この証明は，後の節でM C モデルの同等性を証明する為の準備となる。

本論文は，以下のように構成される。

まず，第一節においては，完全競争の下における三財貿易モデルが提示される。第二節において 

は，このモデルにおける国内税（補助金）すなわち， 消費税（補助金）や生産税（補助金）の同等性 

が検討される。この節の結果は，第三節における様々な貿易政策間の同等性の検討にとって有意義 

である。何故ならば，貿易税は消費税と生産税の組み合わせとして理解できるからである。最後の 

第四節においては，M C モデルの三財貿易モデルとしての再解釈が示され，また三財モデルの同等 

性について得られた結果をもとに，M C モデルの重要な特徴が指摘される。



第 一 節 モ デ ル

自国，外国のニ国から成る世界を考え，三つの財1 ， 2 ， 3 が存在するものとしよう。（以下では 

外国の変数はすべて* をつけて示される。）

すべての産業と要素市場で完全競争が支配し， いかなる非政策的D isto r t io nも存在しないと考 

える。自国，外国ともなめらかでC o n c a v eな生産可能曲面上の点で生産を行うものと仮定する。 

貿易パターンは簡単化のために，自国は財1 ， 2 を輸入し，財 3 を輸出しているものとしよう。ま 

た以下において，自国のみが政策を行い，外国は自由貿易のスタンスを採るものと仮定する。

ここで，次のように記号を定義する。

P； ; j = l , 2, 3 : 財ノ•の国際価格

U, U * ; 自囯および外国の厚生水準

次に自由貿易の下における世界経済の均衡を考えることにしよう。いま G C P ) を G D P 関数， 

E C P , ひ）を支出関数とする（G D P関数および支出関数の性質についてはDixit, Norman (80) を参照) 0 
このとき，自由貿易の下における世界経済の均衡は以下の方程式体系で示される。ただし尸*= o v ， 

P z ,  / V ) とする。

( 1 ) GjC P ^ + G j\ P ^  =  EjC P \  m  +  EjXP*,  j = l , 2, 3
( 2 ) u *')-\+P2*{.g2x p ^ - e 2cp\  tr )]

= P 3*[E3C P \  £ 7 * )-G 3*CP*)]
上 式で G /, E； はそれぞれの関数の第y 番目の要素による微分を示す。上の 4 本の方程式，す 

なわち3 つの財市場の均衡条件プラス外国の所得制約条件により，4 つの未知数，すなわちひ，ひ_ 
および1 つの財をニュメレールとした他の2 財の国際価格が決定される。（自国の所得制約条件は独 

立でないので，上 の （1 )，（2) の体系より外されている0)

第 二 節 国 内 税 の 同 等 性

次に， _ 国が様々な国内税または補助金を導入する事により，国内の消費者価格や生産者価格と 

国際価格との間に乖離が生じるケースを考察しよう。 まず， 消費税（補助金）について次の関係を 

証明する。

( 命題 1 ) 「一つの財に対する消費税の賦課の世界経済への効果は，他のニ財に対する同率の消費 

補助金付与の効果と同等である。」

まずここでは，財 1 に対して，らという率で消費税が課されたものとして話を進めよう。これに
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より，財 1 の国内消費税価格， は /^  =  ( 1 + / C) / V で与えられる。またこのとき，国内消費者の 

直面する価格ベクトルをP c とすると，それは

P c =  ( ( l  +  ̂ ) -P i4, P 2 , / V ) で与えられる。 新しい世界経済の均衡は（1 ) ( 2 ) の体系の右辺 

第 1 項の力ッ コの中のP * を p c に置き換えることにより示される。

次に，財 2 および財3 に対し，それと同率，t の消費補助金が付与されたものとしよう。

このとき，財 2 ，財 3 の国内消費価格は，

P2, = P 27 ( l  +  0 .  P V = P z * / ( X + t c )となる。この場合の国内消費価格ベクトル，戶がは，P cr 
=  CPi*,P27 C l + t e), PsVCl +  O ) である。P c と尸 c' とを比較すると，前者は後者を（1 +  0 だ 

けスカラー倍したベクトルである事が分かる。 しかしながら，これは世界経済の均衡を変化させな 

い。なぜならば，支出関数丑(戶, ひ）は，尸に関して一次同次の性質を持ち， したがって馬 (れび> 
は户に関して0 次同次であるからである。これを（1 ) にあてはめれば， P c と P c' の場合の均衡 

式体系が同一である事は明らかである。 したがって命題1 が証明された。

次に生産税（補助金）について次の関係を証明する。

(命題 2 ) 「一つの財の生産に対する課税の世界経済への効果は，他のニ財の生産に対する同率の 

生産補助金付与の効果と同等である。」

証明の方法は，命題 1 のケースと同様であるので，アウトラインだけを述べる。財 1 に対する率 

t r の生産税は国内の生産者価格べクトルをP r= [ ( l  +  0 / V ，P 2\  / V ] にする。一方，財 2 ，財 3 
に対する同率の生産補助金は，国 内 の 生 産 者 価 格 べ ク ト ル を i v / a + t ) ，p 3v ( i + ^ ) ]  
にする。この二つの場合で均衡に変化がないのは，G D P 関 数 G ( 戶）が户に関して一次同次の性 

質を持ち， したがってGj■(尸）はP に関して0 次同次であるからである。二つの場合に（1 ) ( 2 )  
のような体系は，同一のものとなる。

以上のように，国内税（補助金）についての同等性は， 極めて簡単に導出できるが， これは次の 

節における貿易税の同等性の議論の基礎となる。

第 三 節 貿 易 税 の 同 等 性

この節では，輸入や輸出に対する様々な課税，補助金の間に存在する同等的な関係について検討 

する。もし，二つの輸入産業の間に本質的差異がなければ，この場合二つのタイプの貿易政策に注 

目して，同等性が検討されればよい。第一は輸出に対する税または補助金であり，第二は一つの財 

の輪人に対する税または補助金である。(勿論，二つの財に対する貿易政策のコンビネーションに注目し 

て議論を進める事もできる。しかし，二つの財に対する貿易政策に同等なものは，残りの一財に対する貿易政 

策の中に見い出される訳であるから，ここでの方針を維持しても構わないのである。）
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前節の結果を，この節の分析につなげるものとして，次の重要な定義的関係がある。

( 関係 I ) 「輸出に対する課税（補助金付与）は，同率のその財の生産に対する課税（補助金付与）と， 

国内消費に対する補助金付与（課税）を組み合わせたものに等しい。」

( 関係n ) 「一^^の財の輸入に対する課税（補助金付与）は，同率のその財の生産に対する補助金付 

与 （課税）と，国内消費に対する課税（補助金付与）を組み合わせたものに等しい。」

さて，ここで検討すべき二つの貿易政策のうち，輸出に対する税（補助金）についてはほとんど 

自明な同等関係が見い出せる。

( 命題 3 )  「輸出に対する課税（補助金付与）は，すべての輸入財に対する課税（補助金付与）と同 

等である。」

これはラーナーの対称性定理の三財への単純な拡張といえよう。輸出に対する課税は，関係 I に 

より，財 3 に対する生産課税プラス国内消費補助に等しい。財 3 への国内消費補助は，命題 1 によ 

り，財 1 ， 2 への国内消費課税に等しく，財 3 への生産課税は命題2 により，財 1 ， 2 への生産補 

助に等しい。また財1 ， 2 への以上の政策の組み合わせは，関係n により，財 1 ， 2 への輪入課税 

に等しい。したがって命題3 が言える。表 1 は，上の議論を要約したものである。

表 1 輸出税

み

財1 財2 財3
国内消費 課税 課税 補助

国内生産 補助 補助 課税

輸 入 税 輸入税

次に一つの財の輸入に対する貿易政策については， より興味深い同等関係が導出できる。

( 命題 4 ) 「一つの輸入財の輸入に対する課税（補助金付与）は，輸出に対する課税（補助金付与）と， 

もう一つの輸入財の輸入に対する補助金付与（課税）を組み合わせたものと同等である。」

表 2 を用いて，上の関係を証明することにしよう。

いま財1 の輸入に課税されたとすると，これは財1 の国内消費に対する課税と，その国内生産に 

対する補助を組み合わせたものに等しい。このうち前者は，財 2 ， 3 の国内消費に対する補助と同 

等であり，後者は財2 ， 3 の国内生産に対する課税と同等である。財 2 ， 3 への国内税の組み合わ 

せはさらに，前者への輸入補助，後者への輸出課税と同等である。 したがって命題4 は成立する。



表 2 輸入税

財 1 財2 財3
国内消費 課税 補助 補助

国内生産 補助 課税 課税

み 办

輸入補助輸出税

命題 4 は，小国について証明されたM ck in n o nの結果を， ニ国モデルに拡張したものである。 

ここで命題4 は次のような興味深い現実経済へのインプリケーションをもつ。

いま自国を日本，外国をアメリカとする。また財1 を農産品，財 2 をアメリカの製造業品，財 3 
を日本の製造業品とする。近年の日米貿易摩擦の激化の中で，アメリカは日本政府が自国の製造業 

品の輸出を補助しているという批判を繰り返してきた。また日本の農産品輸入に対する障壁の高さ 

も， 日米摩擦の大きな要因となっている。 しかしながら，命題 4 によれば，日本政府による2 つの

「重商主義的」政策の組み合わせは，アメリカの製造業品に対する輸入補助と同等の政策という事 

になる。このような政策ならば，日本はアメリカの議会から感謝状を受け取る事ができよう。もっ 

ともアメリカは同時に， 日本がアメリカの製造業品の輸入に対しても，障壁を設けているという批 

判をしているから，結局すベての政策の効果が相殺されて， 日本の政策スタンスは自由貿易と同一 

であるという事になるかもしれない。いずれにしても命題4 の結果は，いくつかの貿易政策の累積 

的な効果を一般均衡の枠組みで考える事の重要性を示唆する。

第四節独占的競争モデル

まず，ここでDixit & Norman (80 ) に基づいて，もっとも簡単なM C モデルを解説しよう。

まず，このモデルにおいて，消費者の選好は（3 ) のような効用関数によって表される。

( 3 )  U =  C l ni = i X ^ - y l- a 0 < « < 1 , 0 く卢< 1
こ こ で ぬ は ， 消費者による差別化されたZ 財の第/バラヱティの消費量であり， 2/は同質的な 

F 財の消費量である。また，w は市場に存在するバラエティの数である。同質的な;T 財は完全競争 

下で，一次同次の生産条件で生産されるものとする。いまM C /W O を，要素価格べクトル灰が所 

与の下での，企業の限界費用関数とすると，F 産業について次式が成立する。

( 4 )  l  =  M C v(W^
ここで財F はニュメレールにとられている。

次にZ 財を生産する産業は，独占競争の下にあると仮定する。すなわち各バラニティを生産する 

企業は，バラニティの種類と，他企業のつける価格を所与として，利潤を最大にするような価格を 

選択する。このとき，各企業は同一の生産関数を持ち， したがって各企業の費用関数も同一である
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と仮定する。またこの生産関数は規模に関する収穫通増型であり， しかもホモセティックであると 

仮定する。ホモセティックの仮定により，同産業の費用関数は，Cc(PF，x )  =  C i W ) - d { x ')のよう 

にセパラブルに表せる。

この諸仮定の下で，ズ財の各バラュティを生産する企業の利潤極大化条件は，次式のように表せ 

る。

( 5 ) トP i = C ( W ) • d'OcO i = l , 2，........，n
( 5 ) の左辺は，企業 / の限界収入を示し，右辺は限界費用を示す。（5 ) から明らかに，すべての

バラエティの価格は同一に決定される。すなわちP i = P, i = l ,  2，.......，n。各バラエティに対する

需要は，効用関数の形から明らかに対称的であるので，すべてのバラエティの生産量も同一となる。 

すなわち尤i= a ;，i = l , 2，.......，n。
Z 産業に対する参入退出は，完全に自由であると仮定する。参入，退出はこの産業における利潤 

がゼロとなるまで続けられる。この結果次式のゼロ利潤条件が成立する。

( 6 )  P —  C ( 队 ノ 沒 ( 冗 ノ

い ま （5 ) を （6 ) で割る事により，（7 ) が得られる。

⑴ 卜错.X = rCx)
( 7 ) の左辺がパラメーター3 である為，（7 ) から生産量a;が一義的に決定される。各バラヱティ 

の生産量は，消費者の選好または生産関数に変化が起こらないかぎり不変である。

閉鎖経済におけるM C モデルの体系は，（3 )〜( 7 ) に加えて， 要素市場の均衡と，X またはF の 

一つの財市場の均衡を考慮する事によって閉じられる。

また，自国， 外国のニ国から成る世界経済の均衡を考える場合には，（3 )〜(7) について外国の 

条件式を加え，さらに外国の要素市場均衡条件と一"^の財市場の均衡条件を考慮すればよい。この 

ようにして得られたニ国経済• 二部門から成る貿易モデルを，三財貿易モデルとして理解する事が 

できる。この場合，三つの財とは，（1 ) 同質財，（2 ) 自国で生産される財ズ，（3) 外国で生産され 

るX 財，である。他数のバラヱティから成るX 財を自国製，外国製の2 タイプにグループ化できる 

理由は，モデルの特性により，同一国で生産されるバラエティはすべて同一価格を設定され同一量 

販売されるからである。また自国製，外国製のバラエティを別タイプとして扱わなければならない 

理由は，たとえ生産関数，消費者の選好等に，二国間の相違がなかったとしても，二国間における 

要素価格が同一でなければ，設定される価格と販売量は自国と外国のバラニティについて異なるか 

らである。この事は，貿易政策を考える場合に，特に重要である。何故ならば，生産関数，選好が 

同一であると仮定した場合，自由貿易の下においては，要素価格均等化が成立し，自国，外国のバ 

ラ二ティの差異も消滅する可能性がある。 しかしこのような状況でも，貿易税（補助金）の導入は， 

自国，外国の要素価格を乖離せしめ，その結果バラュティの販売量，価格にも国際間格差か生じる

のである。
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いま自国，外国の生産関数，効用関数についてパラメータ一のみの違いを認め，生産関数はホモ 

セティックであるとしよう。また/ V ，i v  p 3* をそれぞれr 財，外国で生産されるx 財，自国で生 

産されるX 財の価格とする。（■?*はそのべクトル表示である。）自由貿易の場合，H elp m a n  & K ru g ­
m a n  ( 8 5 )に従って， 自国の生産条件をG D P 関 数 G C P '幻で表す事ができる。 a;は 1 バラニ 

ティあたり生産量を示す。（規模の経済性の存在によってG -X )である。）また消費者側の条件は，支出 

関数 EQP*，n, n ,  u ) で表す事ができる。 n，n は自国，外国のX 財のバラヱティ数を示す。（バ 

ラエティの増加は効用水準を増加させる事から，£ „< 0，£ „ * < 0である0)
このとき， 自由貿易の下での世界経済の均衡は次式の体系によって示される0 ( 自国はy 財の輸入 

国である。）

( 8 )  G；(P * , x^ + GjXP*, x*') = Ej<：P \  n, n ,  u~)+Ej\P*, n, n ,  m ) j = l , 2, 3
( 9 )  Pi*[GyXP\ x ^ - E i X P * ,  n, n ,  u ^ + P { \ . G 2\ P \  x ^ - E 2\ P \  n, n ,  m)1

=P3*IE3\ P \  n, n \  u ^ - G z \ P \  W )]
(1 0 )  ^ = r  ( x ) , 戶* = 尸*o )
(1 1 )  n= G3( P \  X)lx,  n* = G zX P \  x^/x*

( 8 )〜（1 1 ) の8 本の方程式より， ろ x*, n, n ,  u, u および一つの財をニュメレールとした， 

二つの相対価格が決定される。完全競争について示したように，関 数 Gh E j の0 次同次性を使え 

ば， 国内税の同等性はこのケ一スでも容易に証明できる。（こうした同等性は，生産関数がホモセティ 

ックでない場合にも証明する事ができる0)
(1 )，（2 ) で示される完全競争の下での均衡体系と比較すると，（8 )〜（11) の体系には幾つかの 

違いがある。その一つは，新たに加わった未知数》，Z ，w，w*を解く為に，（1 0 )，（1 1 )に 4 本の方 

程式が加わった事であるが，もう一 つ は（8) の左辺に関するものである。（8 ) において，自国は外 

国で生産されるZ 財のバラエティを生産せず，また外国は自国で生産されるバラエティを生産しな 

い事から，偏微係数G2( 尸*，x~)お よ び a O はともにゼロになる。

このことは貿易税（補助金）の効果についても，完全競争の場合との若干の相違を生む。たとえ 

ば自国が7 財の輸入に対して，輸入関税をかけたものとしてみよう。このケースは表2 を用いて分 

析できる。（ここでは財1 をy 財，財 2 を外国のZ 財，財3 を自国のA：財とする。）しかし財2 が自国で生 

産されない事を考えれば，財 1 への関税の結果としての，財 2 の国内生産課税効果が失われる。し 

たがってこのケースは表2 'のように表せるであろう。

表 2' 輸入税

財 1 財 2 財 3
国内消費 課税 補助 補助

国内生産 補助 課税

輪 入 補 助 輸 出 税



前と同じように，財 1 への輸入税は，財 2 への輸入補助金付与と，財 3 への輸出税賦課を組み合 

わせた効果を持つ。ただしここでの財2 への輸入補助金は，純粋に国内消費補助の役割を果たし， 

国内生産には直接的な影響がない。

さて，次に財2 (外国製尤財）の輸入に対する関税賦課についてはどうであろうか。財 2 に対する 

関税は，ここでは純粋に国内消費課税としての役割を持つ。表 3 はそれによる効果を示したもので 

ある。

表 3 輸入税

財 1 財2 財3
国内消費 補助 課税 補助

国内生産

み 办

国内消費補助 国内消費補助

財 2 (外国製X財）に対する関税の役割は，財 1 ( y 財）と財3 ( 自国製A：財）に対して同率の国内 

消費補助金を付与した事に等しい。

Takemori (9 1 )は，製品差別化された財と同質的な財に対する関税の性質の違いから生じる比較 

静学的な結果を示している。同論文は（3 )〜(7) によって示されるような定式化をニ国経済に適用 

し，自国，外国の生産関数，効用関数が同一なものと仮定している。その下で，自由貿易から出発 

して，自国が;T財とX 財の輸入に低率の関税を賦課するケースを，別々に検討している。この比較 

静学分析で注目されている変数は世界全体のバラエティ数w+w *である。バラエティに対する選好 

がおり込まれているモデルでは，この変数は厚生に対して重要な影響を持つ。

比較静学の結果だけを述べれば，ズ財の輸入に対する関税は，確実にw+w*を減少せしめるのに 

対して，y 財の輸入に関する関税はを増加せしめる場合も，減少せしめる場合もある。二種 

類の関税のZ 産業の生産スケールに与える効果の非対称性の謎を解く鍵は，表 2', 3 の中にある。 

F 財に対する輸入関税は表2 , によれば（a ) 自国製， 外国製のズ財の国内消費をともに補助し， 

( b ) 自国での尤財の生産に課税するのと同等の効果がある。このうち（a ) は，明らかに世界全体 

のI 産業のスケールを拡大する方向に働くが，（b ) は逆に^:産業のスケールを縮小する方向に働 

く。 したがって世界全体のX 財のバラヱティ数；2 + ‘ が，F 財への輸入関税によって増加するか減 

少するかは不確定なのである。

それに対して，Z 財の輸入関税は前述した通り，外国製^:の国内消費に対する課税という意味を 

持つ。また表3 から明らかなように，それには生産に対する直接的な政策効果は含まれない。この 

場合，世界全体のZ 財のバラニティ数が確実に減少するのは，このタイプの輸入関税が，Z 財のサ

ブセットに対する自国の消費課税である事を考えれば明らかであろう。



結 語

筆者の知るところ， 前節において述べたM C モデルにおける二種類の関税政策の非対称性につ 

いては，これまで指摘された事がなかった。 例えば， Flam & Helpman ( 8 7 ) や Helpman & 
Krugman ( 8 9 )は，F 財に対する貿易税の検討を忘れている。これはニ産業モデルというフレーム 

ワークから，このモデルが貿易政策に関しては三財モデルとしてとらえられるべきである点を見損 

なった為と思われる。ニ財についてのラーナーの対称性定理をあてはめれば，一種類の貿易政策の 

考察ですベてのケースが網羅されるのである。

同質財と差別化された財に対して関税の意義が異なるのには，セマンティックな理由もある。い 

ま差別化された財をウィスキーと考え，アメリカはバーボンを，イギリスはスコッチを生産してい 

るとする。このときアメリカのウィスキーに対する関税とは，スコッチの消費に対する消費税を意 

味する。関税はこのようにウィスキ一のカテゴリ一に含まれる特定銘柄への純粋な消費税としての 

役割を果たすのである。三財に関する貿易政策の同等性の検討を通じて，本稿はこのような非対称 

性の本質を明らかにした。
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